
　　　　　　　　　　　　１１１１．．．．基本的考基本的考基本的考基本的考ええええ方方方方 　　　　　　　　　　　　２２２２）　）　）　）　直近直近直近直近３３３３年間年間年間年間のののの燃料費上昇率燃料費上昇率燃料費上昇率燃料費上昇率

・近年の燃料費高騰により離島対策支援事業でも輸送単価の値上げ申請が１９年度４件あがっており ・使用済み自動車の輸送用船舶燃料は、主にＣＣＣＣ重油重油重油重油（一部路線でＡ重油）が利用されている。
　センターとしては、昨今の燃料価格の高騰に対し一定の理解と柔軟な対処が求められる。
　一方で、燃料費高騰を理由にした根拠の乏しい便乗値上便乗値上便乗値上便乗値上げのげのげのげの恐恐恐恐れれれれもあり、対策が必要。 ・主要燃料について、離島対策支援事業が開始された平成１６年度からの３年間で価格動向を比較調査。
　　　　

・海上輸送費の値上がり動向と、燃料高騰が輸送運賃に及ぼす影響を分析し
　妥当妥当妥当妥当なななな値上値上値上値上げげげげ範囲範囲範囲範囲にににに関関関関するするするする判断目安判断目安判断目安判断目安をををを内規内規内規内規としてとしてとしてとして設設設設けるけるけるけることとしたい。

　　　　　　　　　　　　２２２２．．．．背景背景背景背景

１） 近年の海上輸送価格動向

・国際的な原油高に起因する燃料費高騰は、離島～本土間の海上輸送費にも大きく影響。
　海運各社は燃料油価格変動調整金燃料油価格変動調整金燃料油価格変動調整金燃料油価格変動調整金

※※※※のののの導入導入導入導入やややや価格価格価格価格のののの見直見直見直見直ししししで対応するも
　燃料高騰を主因とする航路廃止や減便など、離島地域離島地域離島地域離島地域のののの生活生活生活生活にににに影響影響影響影響が出始めている。

　 　　　　　いずれも３３３３年間年間年間年間でででで２２２２倍前後倍前後倍前後倍前後、前年比でも３０％以上の高騰を示している。
・国交省も平成２０年２月より事業者向けに、燃料費高騰問題についての相談窓口を設けるなど対応を開始。
　

・燃料費高騰の傾向は２０年度も続いており、値上げ申請が見込まれる。 　　　　　　　　　　　　３３３３）　）　）　）　海上輸送費海上輸送費海上輸送費海上輸送費のののの上昇率上昇率上昇率上昇率

　※　燃料油価格変動調整金　…  　燃料費高騰などの一時的な変動分を利用者で負担するため ・３年前の海上輸送単価を１００とした場合の１９年度第４四半期の海上輸送費を
　　　（燃料サーチャージ） 調整金の名目で通常の運賃とは別立てで設定する料金。

変動率に応じて調整金が設定されている。  前述の燃料費構成率および燃料費上昇率をもとに、海上輸送費上昇率は１２３．８％と算出。

２） １９年度の値上げ申請状況

・１９年度は、輸送単価値上げに伴う変更申請が４市町村からあり。
　センターでは個別に妥当性を確認のうえ、暫定的に出えんを承認した。

※海上輸送の主要燃料である内燃研Ｃ重油を採用

　　　　　　　　　　　　３３３３．．．．影響分析影響分析影響分析影響分析

１） 海上輸送費に占める燃料費構成率について 　　　　　　　　　　　　４４４４．．．．センターセンターセンターセンター対応方針対応方針対応方針対応方針（（（（案案案案））））

・海上輸送費は燃料費とそれ以外のコストで成り立っているため、運賃上昇率の算出には ・上記３．影響分析の結果を踏まえた内規を作成し、
　　　　燃料費構成率燃料費構成率燃料費構成率燃料費構成率（（（（海上輸送費海上輸送費海上輸送費海上輸送費にににに占占占占めるめるめるめる燃料費燃料費燃料費燃料費のののの割合割合割合割合））））と燃料の上昇率の把握が必要。

　平成２０年度の離島対策支援事業において、輸送単価値上げに伴う変更申請に対応していく。
・海上輸送費海上輸送費海上輸送費海上輸送費にににに占占占占めるめるめるめる燃料費構成率燃料費構成率燃料費構成率燃料費構成率についてヒアリング調査。
　日本内航海運組合総連合会や全国の海運会社２０社へヒアリングした結果、燃料費構成率は ・引き続き燃料価格の動向を注視し、経過を１２月検討会で報告していく。
　船の大きさ・距離・積載重量・速度など多数の要素で決まるため個々のケースで大きく異なり
　平均的な値を出すことは非常に困難であるものの、概ね以下の傾向であることが判明した。 　なお、燃料費に想定外の大きな変動がある場合は、２０年度途中でも内規を再度検討。

①長距離・大型船を利用する地区（沖縄等）では２０％台と高めの回答が多く、４０％を占めるとの回答もあり。
（参考：日本内航海運組組合連合会の長距離貨物船の算出例では３０％程度）

②沿海輸送に利用される小型定期船では、３年程前は１ケタ台の割合だったのが現在では１０～１５％程度。 　

　以上から、支援事業で利用される定期船全体では、平均で概ね２０２０２０２０％％％％程度程度程度程度のののの構成率構成率構成率構成率と想定。

燃料費高騰燃料費高騰燃料費高騰燃料費高騰にににに伴伴伴伴うううう輸送単価上昇輸送単価上昇輸送単価上昇輸送単価上昇へのへのへのへの対応方針対応方針対応方針対応方針（（（（案案案案）））） 別紙４

スケジュール 第１四半期 第２ 第３ 第４ 平成２１年度

検討会にて対応方針の承認　　　 　　　　　　●

第１四半期申請分から、方針に則り対応 　　　　　　　

定期的に価格動向をチェック

大きな変動があれば、対応方針を再検討

平成２１年度対応方針
　
　 策定準備

　　●
検討会にて報告

１２３１２３１２３１２３．．．．８８８８（％）（％）（％）（％）
８０ ８０ ８０ ８０ ％　％　％　％　　　＋　　（　　　＋　　（　　　＋　　（　　　＋　　（　２０ ２０ ２０ ２０ ％　％　％　％　　　　　××××　　　　　　　　２１９ ２１９ ２１９ ２１９ ％％％％　）　）　）　）

１００１００１００１００
＝

燃料費以外の構成率 燃料費の構成率
３年前に対する
燃料費上昇率

３年前に対する
海上輸送費上昇率

（３年前の海上輸送費）

海上輸送費

第１ 第３
対馬市 平戸市 長崎市 西之表市

（全体） １０５％ １０２％ １００％ １１５％
（対象分） １１５％ 軽１１５％・普通１２０％ １１０％ １２５％

四半期
市町村名

上昇率

第４

・・・・燃料重油価格燃料重油価格燃料重油価格燃料重油価格のののの変動変動変動変動（（（（第第第第４４４４四半期四半期四半期四半期でででで比較比較比較比較））））

調査指標調査指標調査指標調査指標 項目項目項目項目 １６１６１６１６年度年度年度年度 １７１７１７１７年度年度年度年度 １８１８１８１８年度年度年度年度 １９１９１９１９年度年度年度年度

 燃料費 燃料費 燃料費 燃料費（（（（円円円円／ＫＬ）／ＫＬ）／ＫＬ）／ＫＬ） ３０３０３０３０，，，，８００８００８００８００ ４７４７４７４７，，，，８００８００８００８００ ４８４８４８４８，，，，９００９００９００９００ ６７６７６７６７，，，，５００５００５００５００

 前年比 前年比 前年比 前年比（％） 　　　（％） 　　　（％） 　　　（％） 　　　 ５５５５５５５５ ２２２２ ３８３８３８３８

 対 対 対 対１６１６１６１６年度年度年度年度（％）    （％）    （％）    （％）    １５５１５５１５５１５５ １５９１５９１５９１５９ ２１９２１９２１９２１９

 燃料費 燃料費 燃料費 燃料費（（（（円円円円／ＫＬ）／ＫＬ）／ＫＬ）／ＫＬ） ４０４０４０４０，，，，９００９００９００９００ ５７５７５７５７，，，，８００８００８００８００ ５８５８５８５８，，，，４００４００４００４００ ７７７７７７７７，，，，５５０５５０５５０５５０

 前年比 前年比 前年比 前年比（％） 　　　（％） 　　　（％） 　　　（％） 　　　 ４１４１４１４１ １１１１ １３３１３３１３３１３３

 対 対 対 対１６１６１６１６年度年度年度年度（％）    （％）    （％）    （％）    １４１１４１１４１１４１ １４２１４２１４２１４２ １８９１８９１８９１８９
 　　　* 　　　* 　　　* 　　　*…………内航燃料油研究懇話会内航燃料油研究懇話会内航燃料油研究懇話会内航燃料油研究懇話会

ＣＣＣＣ重油重油重油重油
（（（（内燃研内燃研内燃研内燃研****））））

【【【【参考参考参考参考】】】】
ＡＡＡＡ重油重油重油重油

（（（（内燃研内燃研内燃研内燃研＊＊＊＊））））


